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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第151期
第３四半期
連結累計期間

第152期
第３四半期
連結累計期間

第151期
第３四半期
連結会計期間

第152期
第３四半期
連結会計期間

第151期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 （百万円） 24,897 22,881　 8,089 8,012　 32,099　

経常利益 （百万円） 488 163　 84 480　 367　

四半期純利益又は四半期純損

失(△)又は当期純損失(△)
（百万円） △454 △350　 30 345　 △3,943　

純資産額 （百万円） ― ― 31,063 26,881　 27,264　

総資産額 （百万円） ― ― 59,318 52,488　 51,483　

１株当たり純資産額 （円） ― ― 390.96 336.26　 343.12　

１株当たり四半期純利益又

は四半期純損失（△）又は

当期純損失（△）

（円） △5.72 △4.43　 0.38 4.37　 △49.71　

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） ― －　 ― －　 ―　

自己資本比率 （％） ― ― 52.2 50.7　 52.8　

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 818 2,767　 ― ― △1,622　

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,000 △681　 ― ― 8,927　

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,668 197　 ― ― △4,638　

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） ― ― 9,469 9,258　 6,976　

従業員数 （名） ― ― 686 677　 670　

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第152期第３四半期連結累計期間及び第151期及び第151期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

　　また、第152期第３四半期連結会計期間及び第151期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  事業内容の重要な変更

　

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、重要な関係会社における異動もありません。

　

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 677

（注）　従業員数は就業人員数であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 371

（注）　従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 　前年同四半期比(％)

精密化学品 1,821 △8.6

機能性樹脂 1,044 △5.5

基礎化学品 1,336 11.6

その他 10 △83.6

合計 4,212 △3.3

（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比(％)受注残高（百万円） 前年同四半期比(％)

その他 174 △35.3 455 119.1

合計 174 △35.3 455 119.1

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比(％)

精密化学品 3,081　 △2.1

機能性樹脂 2,261　 1.1

基礎化学品 2,233　 3.7

その他 436　 △21.0

合計 8,012　 △0.9

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

　

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

　

　

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間の事業の概要は次のとおりです。

〔精密化学品セグメント〕

アグロサイエンス事業は、一部除草剤原体の需要増と、新規殺虫剤の販売増により、増加いたしました。

特殊化学品事業は、主力の医薬品分野の緩やかな需要回復と、樹脂材料向けの需要増により、増加いたしました。

電子材料事業は、事務機分野の需要回復の速度は遅いものの、四半期毎に回復してきており、前年同四半期並みと

なりました。

有機EL材料事業は、顧客の開発遅延による需要の減少や、競合品との競争激化等により、減少いたしました。

色素材料事業は、アルミ着色用・文具用染料が回復基調に転じたものの、紙パルプ用染料等が依然として低迷し

ており、減少いたしました。

　当セグメント全体の売上高は、前年同四半期比66百万円（2.1％）減の30億81百万円となりました。　

〔機能性樹脂セグメント〕

樹脂材料事業は、主力のPTG（ウレタン原料）、接着剤、剥離剤とも、順調な回復が見られ、増加いたしました。

建材事業は、セメント系防水材は、前年同四半期並みで推移したものの、ウレタン系防水材が、新築・改築工事物

件の大幅減少や価格競争の激化により、減少いたしました。

当セグメント全体の売上高は、前年同四半期比24百万円（1.1％）増の22億61百万円となりました。

〔基礎化学品セグメント〕

過酸化水素は、紙パルプ分野での生産調整が継続しているものの、他の分野での堅調な需要の回復により、前年同

四半期並みとなりました。

過炭酸ソーダは、洗浄剤分野での新規顧客の獲得により、増加いたしました。

当セグメント全体の売上高は、前年同四半期比80百万円（3.7％）増の、22億33百万円となりました。

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、第２四半期連結会計期間よりも増収となりましたが、前年同

四半期比では、76百万円（0.9％）減の80億12百万円となりました。

　

損益面につきましては、営業利益は、一部製品の価格是正や、固定費削減等によるコストダウンに努めた結果、前

年同四半期比2億79百万円（77.8％）増の6億38百万円となりました。

また、経常利益は、営業利益の増加等により、前年同四半期比3億96百万円（469.2％）増の4億80百万円となりま

した。

四半期純利益は、経常利益の増加等により、前年同四半期比3億15百万円増の3億45百万円となりました。

　

　

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末（12月末）における資産合計は524億88百万円となり、前連結会計年度末（３月末）

比10億４百万円の増加となりました。

　資産の増加の主な要因は、現金及び預金の増加26億81百万円、売上債権の増加９億７百万円、及びたな卸資産の減

少13億14百万円、有形・無形固定資産の減少10億２百万円によるものです。

　負債は、前連結会計年度末比13億88百万円の増加となりました。その主な要因は、仕入債務の増加９億48百万円及

び短期・長期借入金の増加３億34百万円によるものです。

　純資産は、前連結会計年度末比３億83百万円の減少となりました。その主な要因は、利益剰余金の減少９億84百万

円、その他有価証券評価差額金の増加４億41百万円によるものです。

EDINET提出書類

保土谷化学工業株式会社(E00809)

四半期報告書

 5/38



　以上の結果、自己資本比率は、50.7％となりました。

　

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末比４億77百万円増の92億58百

万円（前年同期比２億11百万円減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、引当金の減少及び売上債権の増加等による支出を、税金等調整前四半期

純利益の増加及び仕入債務の増加等による収入が上回り、15億18百万円の収入となりました（前年同期は１億65百

万円の収入）。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得及び事業譲受による支出等により、３億５百

万円の支出となりました（前年同期は８億12百万円の収入）。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期・長期借入金の返済及び配当金の支払等により、７億30百万円の支

出となりました（前年同期は７億49百万円の支出）。

　

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

　

(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億92百万円であります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 84,137,261 84,137,261
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株であり

ます。

計 84,137,261 84,137,261― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

新株予約権

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであ

ります。

平成16年６月29日定時株主総会決議

　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,064（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,064,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり418（注）２

新株予約権の行使期間 平成17年４月１日～平成27年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　418

資本組入額　209

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者に相続が発生した場合には、当社所定の手

続きによるものとする。

２　新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないもの

とする。

３　当社の就業規則その他の定めにより懲戒解雇もしくは

諭旨解雇またはそれに準じた制裁を受けた場合、新株

予約権を行使できないものとする。

４　競合会社の役職員に就任した場合もしくは競業を営ん

だ場合（当社の書面による承諾を事前に得た場合を除

く）、新株予約権を行使できないものとする。

５　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全

部または一部を放棄する旨を申し出た場合、新株予約

権を行使できないものとする。

６　その他権利行使の条件は、本総会決議及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約書に定めるところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。ただし、租税特別措置法による優遇税制を受ける

場合は譲渡することができない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の目的となる株式の数及び払込価額の調整

新株予約権の目的となる株式の数及び払込価額は、以下の場合に調整されるものとします。

①　株式数の調整

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式数を調整

するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式数についてのみ行われ、調整による１株未満の株式数については、これを切り捨てるもの

とします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

②　払込価額の調整

新株予約権発生後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生日をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 　

分割または併合の比率　

３　新株予約権の消却事由及び条件

当社が消滅会社となる合併が株主総会で承認された場合または当社が完全子会社となる株式交換契約書承

認の議案もしくは株式移転の議案につき、株主総会で承認された場合、当社は新株予約権を無償で消却する

ことができるものとします。

新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合、当社は新株予約権を無償で消却すること

ができるものとします。

その他の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによるものとします。
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成20年６月27日定時株主総会決議

　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,035（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,035,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり299（注）２

新株予約権の行使期間 平成22年６月28日～平成25年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　299

資本組入額　150

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予

約権の行使はできないものとする。

２　新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないもの

とする。

３　当社の就業規則その他の定めにより懲戒解雇もしくは

諭旨解雇またはそれに準じた制裁を受けた場合、新株

予約権を行使できないものとする。

４　競合会社の役職員に就任した場合もしくは競業を営ん

だ場合（当社の書面による承諾を事前に得た場合を除

く）、新株予約権を行使できないものとする。

５　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全

部または一部を放棄する旨を申し出た場合、新株予約

権を行使できないものとする。

６　その他権利行使の条件は、本総会決議及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約書に定めるところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。ただし、租税特別措置法による優遇税制を受ける

場合は譲渡することができない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３
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（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の目的となる株式の数及び払込価額の調整

新株予約権の目的となる株式の数及び払込価額は、以下の場合に調整されるものとします。

①　株式数の調整

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式数を調整

するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式数についてのみ行われ、調整による１株未満の株式数については、これを切り捨てるもの

とします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。

②　払込価額の調整

新株予約権発生後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生日をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 　

分割または併合の比率　

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限ります。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限ります。）（以上を総称して以下「組織再編行為」といいます。）をする場合において、組織再編行

為の効力発生日の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）を保有する新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下「再編対象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とします。

その他の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによるものとします。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的である株式の種類」「新株予約権の目的であ

る株式の数」に準じて決定するものとします。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記

③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とし

ます。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとします。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

るものとします。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

⑧　その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定します。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 84,137 － 11,196 － 7,093

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませ

んので、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

4,933,000

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

78,226,000
78,226 ―

単元未満株式
普通株式

978,261
― ―

発行済株式総数 84,137,261 ― ―

総株主の議決権 ― 78,226 ―

　

　

②【自己株式等】

　 　 　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

保土谷化学工業株式会社

東京都港区芝公園

二丁目４番１号
4,933,000　     ― 4,933,000　 5.86

計 ― 4,933,000　     ― 4,933,000　     5.86
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高（円） 209　 205　 243　 240　 275　 273　 258　 247　 298　

最低（円） 155　 176　 193　 205　 219　 248　 218　 205　 210　

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,938 4,256

受取手形及び売掛金 ※2, ※5
 10,737

※2
 9,830

有価証券 2,320 2,720

商品及び製品 3,747 5,147

仕掛品 86 131

原材料及び貯蔵品 1,069 938

繰延税金資産 96 109

その他 364 258

貸倒引当金 △36 △62

流動資産合計 25,324 23,329

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,896 6,202

土地 11,179 11,100

その他（純額） 2,392 2,823

有形固定資産合計 ※1
 19,468

※1
 20,126

無形固定資産

のれん 877 1,128

その他 657 749

無形固定資産合計 1,535 1,878

投資その他の資産

投資有価証券 4,180 3,730

長期貸付金 3 3

繰延税金資産 2 20

その他 2,548 2,966

貸倒引当金 △574 △573

投資その他の資産合計 6,160 6,147

固定資産合計 27,163 28,153

資産合計 52,488 51,483
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 4,993 4,044

短期借入金 7,067 6,681

未払法人税等 209 490

引当金 277 535

その他 1,919 1,114

流動負債合計 14,466 12,866

固定負債

長期借入金 6,411 6,462

引当金 411 414

繰延税金負債 2,014 1,995

再評価に係る繰延税金負債 1,632 1,632

その他 669 847

固定負債合計 11,139 11,352

負債合計 25,606 24,218

純資産の部

株主資本

資本金 11,196 11,196

資本剰余金 9,590 9,590

利益剰余金 5,123 6,107

自己株式 △1,679 △1,662

株主資本合計 24,230 25,233

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 66 △375

繰延ヘッジ損益 △38 △38

土地再評価差額金 2,378 2,378

為替換算調整勘定 △23 △17

評価・換算差額等合計 2,383 1,947

新株予約権 41 41

少数株主持分 225 42

純資産合計 26,881 27,264

負債純資産合計 52,488 51,483

EDINET提出書類

保土谷化学工業株式会社(E00809)

四半期報告書

17/38



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 24,897 22,881

売上原価 18,270 16,470

売上総利益 6,626 6,411

販売費及び一般管理費 ※1
 5,764

※1
 5,708

営業利益 862 702

営業外収益

受取利息 26 7

受取配当金 335 59

固定資産賃貸料 － 53

持分法による投資利益 24 10

雑収入 138 102

営業外収益合計 525 232

営業外費用

支払利息 233 209

退職給付費用 310 230

雑損失 355 331

営業外費用合計 899 772

経常利益 488 163

特別利益

固定資産売却益 71 4

関係会社株式売却益 1,283 －

特別利益合計 1,355 4

特別損失

固定資産除却損 82 77

投資有価証券評価損 5 110

ゴルフ会員権評価損 1 1

一時帰休損失 － ※2
 104

その他 － 0

特別損失合計 89 293

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,754 △125

法人税等 2,255 257

少数株主損失（△） △46 △32

四半期純損失（△） △454 △350
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 8,089 8,012

売上原価 5,734 5,472

売上総利益 2,355 2,540

販売費及び一般管理費 ※1
 1,995

※1
 1,901

営業利益 359 638

営業外収益

受取利息 11 2

固定資産賃貸料 － 17

受取配当金 24 20

貸倒引当金戻入額 － 23

雑収入 31 6

営業外収益合計 67 71

営業外費用

支払利息 69 70

退職給付費用 103 76

持分法による投資損失 12 11

雑損失 157 70

営業外費用合計 342 229

経常利益 84 480

特別利益

固定資産売却益 － 4

その他 － 0

特別利益合計 － 4

特別損失

固定資産除却損 13 －

投資有価証券評価損 5 3

ゴルフ会員権評価損 0 0

その他 － 0

特別損失合計 19 3

税金等調整前四半期純利益 65 481

法人税等 55 146

少数株主損失（△） △20 △10

四半期純利益 30 345
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,754 △125

減価償却費 1,245 1,091

のれん償却額 145 251

引当金の増減額（△は減少） △630 84

受取利息及び受取配当金 △362 △66

支払利息 233 209

持分法による投資損益（△は益） △24 △10

有形固定資産売却損益（△は益） △71 △4

固定資産除却損 10 10

投資有価証券評価損益（△は益） 5 110

関係会社株式売却損益（△は益） △1,283 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,116 △925

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,519 1,286

仕入債務の増減額（△は減少） 855 971

その他の資産・負債の増減額 △419 339

未払消費税等の増減額（△は減少） △141 150

その他 59 30

小計 972 3,406

利息及び配当金の受取額 371 79

利息の支払額 △235 △209

法人税等の支払額 △288 △508

営業活動によるキャッシュ・フロー 818 2,767

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △587 △429

有形及び無形固定資産の売却による収入 4 26

有価証券の取得による支出 △1,000 －

有価証券の売却による収入 1,000 －

投資有価証券の取得による支出 △11 △96

関係会社株式の売却による収入 9,775 －

貸付けによる支出 － △1

貸付金の回収による収入 1 1

事業譲受による支出 △46 △199

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△146 －

その他 11 16

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,000 △681
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,037 △46

長期借入れによる収入 － 1,900

長期借入金の返済による支出 △2,285 △1,293

社債の買入消却による支出 △502 －

社債の償還による支出 △50 －

配当金の支払額 △658 △339

少数株主への配当金の支払額 △2 △1

自己株式の売却による収入 4 0

自己株式の取得による支出 △137 △18

リース債務の返済による支出 － △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,668 197

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,160 2,281

現金及び現金同等物の期首残高 4,309 6,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 9,469

※1
 9,258
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年12月31日）

１　連結の範囲に関する事項の変更

　当社の連結子会社であるナノカーボンテクノロジーズ株式会社は、第２四半期連結会計期間において清算しておりま

す。なお、清算日である７月13日までを四半期連結財務諸表に組み入れております。

　

２　会計処理の原則及び手続の変更

　（１）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、全ての工事について工事完成基準を適用しておりましたが、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。従って、第１

四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　この会計処理の変更による影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）　

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「固定資産賃貸料」は、

重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間

の営業外収益の「雑収入」に含まれる「固定資産賃貸料」は55百万円であります。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
　　至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）　

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「固定資産賃貸料」は、

重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結会計期間

の営業外収益の「雑収入」に含まれる「固定資産賃貸料」は10百万円であります。　　
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年12月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　一部の連結子会社においては、当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。

３　繰延税金資産の回収可能性の判断

　当社及び一部の連結子会社においては、前連結会計年度末以降に、経営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一

時差異等の発生状況について前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められるため、前連結会計年度末の検討に

おいて使用した、将来の業績予測やタックスプランニングを利用する方法によっております。

４　連結会社相互間の債権債務及び取引高の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

　当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲で当該差異の調整を行わないで債権と債務を相殺

消去しております。

連結会社相互間の取引の相殺消去

　取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときは、収益側の金額に合わせる方法により相殺消去してお

ります。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年12月31日）

１　税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１有形固定資産の減価償却累計額 32,297百万円 ※１有形固定資産の減価償却累計額 31,536百万円

※２受取手形裏書譲渡高は、64百万円であります。 ※２受取手形裏書譲渡高は、31百万円であります。

３連結子会社以外の会社等の借入金について次のとおり

保証を行っております。

保証債務

３連結子会社以外の会社等の借入金について次のとおり

保証を行っております。

保証債務

取引先 保証内容
金額

（百万円）
共同過酸化水素㈱ 銀行借入 375
従業員 銀行借入 13

合計 － 388

取引先 保証内容
金額

（百万円）
共同過酸化水素㈱ 銀行借入 450
従業員 銀行借入 131

合計 － 581

４当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行7行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当第３四半期連結会計期間末における貸出コ

ミットメントに係る借入金未実行残高は次のとおりで

あります。

４当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行7行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当連結会計年度末における貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,000百万円

※５四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

―――――――――――

受取手形 165百万円

支払手形 204百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

発送費 1,104百万円

人件費 1,524百万円

賞与引当金繰入額 134百万円

退職給付費用 146百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

減価償却費 161百万円

のれん償却額 145百万円

研究開発費 797百万円

発送費 1,077百万円

人件費 1,377百万円

賞与引当金繰入額 104百万円

退職給付費用 153百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

減価償却費 156百万円

のれん償却額 251百万円

研究開発費 868百万円

　　　　　――――――――――――― ※２工場の一時帰休による損失の計上をしております。

　　一時帰休損失のうち主要な費目及び金額は、次の通りで

あります。

　 　

　 　

　 　

人件費 39百万円

減価償却費 24百万円

経費 40百万円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

発送費 379百万円

人件費 453百万円

賞与引当金繰入額 134百万円

退職給付費用 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

減価償却費 55百万円

のれん償却額 62百万円

研究開発費 274百万円

発送費 369百万円

人件費 370百万円

賞与引当金繰入額 104百万円

退職給付費用 48百万円

　 　　

減価償却費 53百万円

のれん償却額 83百万円

研究開発費 292百万円

　

EDINET提出書類

保土谷化学工業株式会社(E00809)

四半期報告書

25/38



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,350百万円

有価証券 3,120百万円

計 9,470百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 9,469百万円

現金及び預金 6,938百万円

有価証券 2,320百万円

計 9,259百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1百万円

現金及び現金同等物 9,258百万円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（千株） 84,137

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（千株） 4,989

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

当第３四半期連結会計期間末残高　　　親会社　41百万円

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月11日

　　取締役会
普通株式 316 4 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

平成21年10月30日

　　取締役会
普通株式 316 4 平成21年９月30日平成21年12月７日利益剰余金

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　時価のあるその他有価証券が、企業グループの事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて変動が見られます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 2,491 2,606 114

その他 6 5 △1

計 2,498 2,612 113
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
精密化学品
（百万円）

機能性樹脂
（百万円）

基礎化学品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
　全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,147 2,236 2,153 552 8,089 ― 8,089

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 ― ― 414 414 △414 ―

計 3,147 2,236 2,153 966 8,504 △414 8,089

営業利益又は営業損失（△） 169 3 188 △3 357 1 359

（注）１　事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）精密化学品・・・・・
トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種中間体、

各種染料、農薬原体・製剤等

(2）機能性樹脂・・・・・ PTG（ウレタン原料）、ウレタン系及びセメント系各種建築土木用材料等

(3）基礎化学品・・・・・ 過酸化水素、一般化学工業基礎原料等

(4）その他・・・・・・・ 建設業、倉庫業及び貨物運送取扱業、研究受託業務、カーボンナノチューブ等

３　会計方針の変更

(1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が精密化学品で４百万円増加し、基礎化学品で４

百万円、その他で０百万円それぞれ減少しております。

(2）たな卸資産の評価方法の変更

　当社及び一部の連結子会社のたな卸資産は従来、主として移動平均法を採用しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より総平均法による原価法を採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益がその他で76百万円増加し、精密化学品で０百万

円、基礎化学品で33百万円、機能性樹脂で27百万円それぞれ減少しております。

(3）固定資産の減価償却方法の変更

　当社の固定資産の減価償却方法は、従来、資本的支出分について、既存分の取得価額と合計して、減価償却

計算を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間から既存分の取得価額と資本的支出を分けて減価償

却計算を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が精密化学品で３百万円、機能性樹脂で０百万円

それぞれ増加し、基礎化学品で０百万円減少しております。
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当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
精密化学品
（百万円）

機能性樹脂
（百万円）

基礎化学品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
　全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,081 2,261 2,233 436 8,012 ― 8,012

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 ― ― 217 217 △217 ―

計 3,081 2,261 2,233 653 8,230 △217 8,012

営業利益 172 167 237 61 638 △0 638

（注）１　事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）精密化学品・・・・・
トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種中間体、

各種染料、農薬原体・製剤等

(2）機能性樹脂・・・・・ PTG（ウレタン原料）、ウレタン系及びセメント系各種建築土木用材料等

(3）基礎化学品・・・・・ 過酸化水素、一般化学工業基礎原料等

(4）その他・・・・・・・ 建設業、倉庫業及び貨物運送取扱業、研究受託業務等
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
精密化学品
（百万円）

機能性樹脂
（百万円）

基礎化学品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
　全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 9,696 6,980 6,571 1,64824,897 ― 24,897

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 0 ― 1,212 1,213△1,213 ―

計 9,696 6,980 6,571 2,86126,110△1,21324,897

営業利益 432 98 280 56 869 △6 862

（注）１　事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）精密化学品・・・・・
トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種中間体、

各種染料、農薬原体・製剤等

(2）機能性樹脂・・・・・ PTG（ウレタン原料）、ウレタン系及びセメント系各種建築土木用材料等

(3）基礎化学品・・・・・ 過酸化水素、一般化学工業基礎原料等

(4）その他・・・・・・・ 建設業、倉庫業及び貨物運送取扱業、研究受託業務、カーボンナノチューブ等

３　会計方針の変更

(1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が精密化学品で23百万円、基礎化学品で８百万円、

その他で０百万円それぞれ減少しております。

(2）たな卸資産の評価方法の変更

　当社及び一部の連結子会社のたな卸資産は従来、主として移動平均法を採用しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より総平均法による原価法を採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が精密化学品で14百万円、その他で44百万円それ

ぞれ増加し、機能性樹脂で９百万円、基礎化学品で69百万円それぞれ減少しております。

(3）固定資産の減価償却方法の変更

　当社の固定資産の減価償却方法は、従来、資本的支出分について、既存分の取得価額と合計して、減価償却

計算を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間から既存分の取得価額と資本的支出を分けて減価償

却計算を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が精密化学品で12百万円、機能性樹脂で６百万円

それぞれ増加し、基礎化学品で０百万円減少しております。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　
精密化学品
（百万円）

機能性樹脂
（百万円）

基礎化学品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
　全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 8,827 6,388 6,281 1,38422,881 ― 22,881

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
0 － ― 570 570 △570 ―

計 8,827 6,388 6,281 1,95423,451△570 22,881

営業利益又は営業損失（△） △168 280 467 123 702 0 702

（注）１　事業の区分は社内管理上使用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1）精密化学品・・・・・
トナー用電荷制御剤、有機光導電体材料、有機EL材料、各種中間体、

各種染料、農薬原体・製剤等

(2）機能性樹脂・・・・・ PTG（ウレタン原料）、ウレタン系及びセメント系各種建築土木用材料等

(3）基礎化学品・・・・・ 過酸化水素、一般化学工業基礎原料等

(4）その他・・・・・・・ 建設業、倉庫業及び貨物運送取扱業、研究受託業務等

　

　

　

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　 東南アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 296 364 271 1 933

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 8,089

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
3.7 4.5 3.4 0.0 11.5

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1）東南アジア・・・・・・・・・・・・ 中国、韓国、台湾、その他

(2）北アメリカ・・・・・・・・・・・・ アメリカ、カナダ

(3）ヨーロッパ・・・・・・・・・・・・ イタリア、ドイツ、その他

　

　

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　 東南アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 301 361 381 △0 1,043

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 8,012

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
3.8 4.5 4.8 △0.0 13.0

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1）東南アジア・・・・・・・・・・・・ 中国、韓国、台湾、その他

(2）北アメリカ・・・・・・・・・・・・ アメリカ、カナダ

(3）ヨーロッパ・・・・・・・・・・・・ イタリア、ドイツ、その他
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 東南アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,103 1,278 950 7 3,339

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 24,897

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
4.4 5.1 3.8 0.0 13.4

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1）東南アジア・・・・・・・・・・・・ 中国、韓国、台湾、その他

(2）北アメリカ・・・・・・・・・・・・ アメリカ、カナダ

(3）ヨーロッパ・・・・・・・・・・・・ イタリア、ドイツ、その他

　

　

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　 東南アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 851 1,056 993 12 2,914

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 22,881

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
3.7 4.6 4.3 0.1 12.7

（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

(1）東南アジア・・・・・・・・・・・・ 中国、韓国、台湾、その他

(2）北アメリカ・・・・・・・・・・・・ アメリカ、カナダ

(3）ヨーロッパ・・・・・・・・・・・・ ドイツ、オランダ、その他
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　

336円26銭

　

343円12銭

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失 ５円72銭

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

―円―銭

１株当たり四半期純損失 ４円43銭

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

―円―銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。

（注）　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 454 350

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 454 350

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 79,355 79,201

　

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益 ０円38銭

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

―円―銭

１株当たり四半期純利益 ４円37銭

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

―円―銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 30 345

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 30 345

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 79,233 　　　　　79,188
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　第152期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の取締役会に

おいて、平成21年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

　

①　配当金の総額　316百万円

②　１株当たりの金額　 ４円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成21年12月7日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
　

　

平成21年２月３日

保土谷化学工業株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 鈴木　教夫　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳下　敏男　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている保

土谷化学工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、保土谷化学工業株式会社及び連結子

会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
　

　

平成22年２月５日

保土谷化学工業株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 鈴木　教夫　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹原　玄　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている保

土谷化学工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月

１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、保土谷化学工業株式会社及び連結子

会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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